
平 成 30 年 度
当 初 予 算 額

平 成 29 年 度
当 初 予 算 額

増 減 増 減 率

Ａ B Ｃ（Ａ－Ｂ） Ｃ／Ｂ

７．５

３．４

１８４億３，２４９万円

５億６，３２４万円

６億３，７０６万円

１，４０９万円

病 院 事 業 （ 企 業 ） 会 計 ２９億１，１６９万円 ２７億　　７７８万円 ２億　　３９１万円

０．０

合 計

７１６万円

１７７億９，５４３万円

△７１６万円

３．６

介 護 保 険 特 別 会 計 １４億９，４２９万円 １４億４，５３９万円 ４，８９０万円

１８億７，９９７万円

１，４３２万円

４１３万円

△５０．０

５億７，８５５万円

水 道 事 業 （ 企 業 ） 会 計

△２．６

５億４，９１５万円

下 水 道 事 業 特 別 会 計

２．５

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 ２億４，３３７万円 ２億３，９２４万円

１１０億８，３５６万円

１．７

介 護 サ ー ビ ス 事 業 特 別 会 計

７．３

５億６，３４１万円

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 １５億１，６３０万円

４１５万円 ４８１万円 △６６万円 △１３．７

（合計に合わせるため万円未満で調整しています）

△１，５１４万円

用 地 取 得 特 別 会 計 ４，５３２万円 ４，５３２万円 ０万円

平成３０年度の予算の概要

会 計 区 分

　３月開会の赤平市議会第1回定例会において平成３０年度の各会計予算が可決されました。
　新年度の予算においても、効率・効果的な予算編成に努め、｢赤平市しごと・ひと・まち創生総合戦略」
に基づく施策を最優先とし、「第５次赤平市総合計画」の産業振興、少子化対策、住環境整備の重点事業
に取り組むこととしました。
　総合戦略施策としては、平成２９年度からの統合中学校建設などの継続事業に加え、新規事業として、
企業情報ＷＥＢサイト制作、子ども塾の開設、お試し暮らし事業の拡充、地域おこし協力隊の増員、炭鉱
遺産ガイダンス施設の費用などを予算化しました。
　総合計画としては、産業振興人材育成事業、農業後継者サポート事業、企業振興促進事業、商店街振興
対策事業などの産業振興施策、保育所保育料の５０％軽減、社会教育・体育施設使用料の無料化などの少
子化対策、地域住宅建設事業、公園施設整備事業などの住環境整備、これらの継続事業予算を計上しまし
た。
　さらに、災害対策本部の強化を図るため市庁舎耐震化等整備事業、茂尻分団詰所建設事業、教育環境整
備に向けた統合小学校基本構想・基本設計、特別養護老人ホーム建設の一部助成、空家等の対策を総合的
かつ計画的に実施するための空家等対策計画策定事業、児童生徒の学習意欲の向上と保護者負担の軽減を
目的に漢字・算数・英語の検定料の助成などを予算化しました。
　このほか、「あかびら市民まちづくり提案事業」として、市営テニスコート利便性向上事業、あかびら
健康体操制作普及事業などの予算を計上しました。

一 般 会 計 １０３億３，０９０万円 ７億５，２６６万円

△３億６，３６７万円 △１９．３

霊 園 特 別 会 計



平 成 30 年 度 平 成 29 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

市 税 ７億９，６８１万円 ７．２ ８億１，１２４万円 △１．８

地 方 譲 与 税 ５，８４８万円 ０．５ ６，６４６万円 △１２．０

利 子 割 交 付 金 ８６万円 ０．０ ６７万円 ２７．８

配 当 割 交 付 金 １６０万円 ０．０ ３６６万円 △５６．４

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 ９６万円 ０．０ ２２６万円 △５７．３

地 方 消 費 税 交 付 金 ２億１，３６０万円 １．９ ２億２，８０８万円 △６．３

自 動 車 取 得 税 交 付 金 １，００２万円 ０．１ ９８１万円 ２．１

地 方 特 例 交 付 金 １２３万円 ０．０ １１５万円 ７．３

地 方 交 付 税 ４２億　　１２１万円 ３７．９ ４１億　　７８９万円 ２．３

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 ７０万円 ０．０ ９０万円 △２２．２

分 担 金 及 び 負 担 金 ２，９７８万円 ０．３ ２，５７２万円 １５．８

使 用 料 及 び 手 数 料 ３億９，６８１万円 ３．６ ４億　　３６８万円 △１．７

国 庫 支 出 金 １６億８，６１０万円 １５．２ １３億３，２１６万円 ２６．６

道 支 出 金 ３億９，９０５万円 ３．６ ３億９，２５３万円 １．７

財 産 収 入 ３，１９５万円 ０．３ ２，２５９万円 ４１．５

寄 附 金 ２億　　　　１万円 １．８ １億５，００１万円 ３３．３

繰 入 金 ８億８，０２５万円 ７．９ ５億９，０２６万円 ４９．１

繰 越 金 ３，０００万円 ０．３ ３，０００万円 ０．０

諸 収 入 ７，１７８万円 ０．７ １億　　８１４万円 △３３．６

市 債 ２０億７，２３６万円 １８．７ ２０億４，３６９万円 １．４

総 合 計 １１０億８，３５６万円 １００．０ １０３億３，０９０万円 ７．３

（合計に合わせるため万円未満で調整しています）

構 成 比 増 減 率区 分

一般会計予算の内訳（歳入）

   市税は、３年に１度の固定資産の評価替えなどにより対前年度比１，４４３万円（１．
８％）の減少、地方交付税は国の地方財政計画や病棟建設の元金償還開始など基準
財政需要額の精査の結果９，３３２万円（２．３％）の増加、寄附金はふるさとガンバレ応
援寄附金の実績により５，０００万円（３３．３％）の増加、歳入不足額を調整する財政調
整基金繰入は２億５１８万円（５７．６％）の増加となりました。



※　用語解説

市 税
市民税や固定資産税・軽自動車税などの市民のみなさまに納めていただく税
金です。

地方消費税交付金 地方消費税（道税）のうち、市に交付される資金です。

地 方 交 付 税
地方公共団体の財政不均衡を是正し、必要な財源を保障するため、国から
地方公共団体に対して交付される資金です。国税のうち、所得税・法人税・酒
税などの一部が充てられます。

分担金及び負担金 老人ホームなどに入所されている方に負担していただくものです。

使用料及び手数料
市の施設などを利用された方や、サービスの提供を受けられた方に納めてい
ただくものです。

国 庫 支 出 金
国が使途を特定して地方公共団体に交付する資金の総称です。国庫負担
金・国庫補助金・国庫委託金などがあります。

道 支 出 金 北海道が使途を特定して地方公共団体に交付する資金です。

繰 入 金 基金などから繰入れる資金です。

市 債
地方公共団体が歳入の不足を補うために金銭を借り入れることによって負う
債務のうち、償還期間が一会計年度を超えるものをいいます。

そ の 他 地方譲与税・各交付金・財産収入・諸収入などがあります。



○目的別とは、歳出を行政分野ごとに分類したもの。

平 成 30 年 度 平 成 29 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

議 会 費 ６，０４６万円 ０．５ ６，７１８万円 △１０．０

総 務 費 ８億８，７００万円 ８．０ ６億３，１９１万円 ４０．４

民 生 費 ２３億３，２５５万円 ２１．０ ２０億６，２４０万円 １３．１

衛 生 費 ４億４，０１７万円 ４．０ ４億５，７９９万円 △３．９

労 働 費 ３５２万円 ０．０ ３５０万円 ０．６

農 林 水 産 業 費 １億２，７５６万円 １．２ １億１，７３９万円 ８．７

商 工 費 １億５，５９０万円 １．４ １億３，３３４万円 １６．９

土 木 費 ９億４，０６８万円 ８．５ ８億２，６７４万円 １３．８

消 防 費 ３億９，５２７万円 ３．６ ３億３，１８４万円 １９．１

教 育 費 ２０億９，０８７万円 １８．９ １９億８，４２４万円 ５．４

災 害 復 旧 費 ０万円 ０．０ ８，７６７万円 皆　減

公 債 費 ８億３，４４７万円 ７．５ ９億　　２０５万円 △７．５

諸 支 出 金 １６億７，５９４万円 １５．１ １５億６，０８３万円 ７．４

職 員 給 与 費 １１億１，９１７万円 １０．１ １１億４，３８２万円 △２．２

予 備 費 ２，０００万円 ０．２ ２，０００万円 ０．０

歳 出 合 計 １１０億８，３５６万円 １００．０ １０３億３，０９０万円 ７．３

（歳出合計に合わせるため万円未満で調整しています）

一般会計予算の内訳　（目的別歳出）

　総務費は、市庁舎耐震化等整備事業などにより、前年度比で２億５，５０９万円（４０．
４％）増加し、民生費では、社会福祉施設等施設整備補助事業などにより２億７，０１５
万円（１３．１％）増加、土木費では公的住宅の除却などにより１億１，３９４万円（１３．
８％）の増加となりました。

区 分 構 成 比 増 減 率



※　用語解説

議 会 費 市議会の運営に充てられる費用です。

総 務 費 企画政策や庁舎管理、戸籍事務、選挙などにかかる費用です。

民 生 費
体の不自由な方や高齢者・子どもなど、福祉の充実のためにかかる費用で
す。

衛 生 費 市民の健康管理やゴミ処理などにかかる費用です。

労 働 費 労働行政にかかる費用です。

農 林 水 産 業 費 農林水産業の振興・発展などにかかる費用です。

商 工 費 商工業の振興や企業立地、観光施設の整備などにかかる費用です。

土 木 費
道路や橋、公園の整備や改修、公営住宅の建て替えなどにかかる費用で
す。

消 防 費 消防や救急活動にかかる費用です。

教 育 費
幼稚園や小中学校などの学校教育や、社会教育、スポーツ振興などの充実
にかかる費用です。

職 員 給 与 費 市職員にかかる給料などにかかる費用です。

公 債 費 市が借りているお金を返済するための費用です。

そ の 他 諸支出金、災害復旧費などがあります。



○性質別とは、歳出を経済的性質を基準に分類したもの。

平 成 30 年 度 平 成 29 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

人 件 費 １１億９，２５２万円 １０．７ １２億１，５６９万円 △１．９

物 件 費 １１億３，０７６万円 １０．２ １０億１，７６７万円 １１．１

補 助 費 等 １５億　　９８３万円 １３．６ １３億９，５５９万円 ８．２

扶 助 費 １６億２，４７４万円 １４．７ １６億５，１４４万円 △１．６

普 通 建 設 事 業 費 ２８億９，８０２万円 ２６．２ ２３億１，６４８万円 ２５．１

災 害 復 旧 事 業 費 ０万円 ０．０ ８，７６７万円 皆　減

維 持 補 修 費 ３億２，０５２万円 ２．９ ３億　　４６３万円 ５．２

公 債 費 ８億３，４４７万円 ７．５ ９億　　２０５万円 △７．５

積 立 金 ２億　　２４１万円 １．８ １億５，２４１万円 ３２．８

投 資 及 び 出 資 金 ３億４，７４１万円 ３．１ ２億３，８１１万円 ４５．９

貸 付 金 １，８９４万円 ０．２ ５，０１４万円 △６２．２

繰 出 金 ９億８，３９４万円 ８．９ ９億７，９０２万円 ０．５

予 備 費 ２，０００万円 ０．２ ２，０００万円 ０．０

歳 出 合 計 １１０億８，３５６万円 １００．０ １０３億３，０９０万円 ７．３

（合計に合わせるため万円未満で調整しています）

区 分 構 成 比 増 減 率

一般会計予算の内訳　（性質別歳出）

　普通建設事業費は統合中学校建設事業、社会福祉施設等施設整備補助事業などに
より対前年度比５億８，１５４万円（２５．１％）の増加、積立金はあかびらガンバレ応援
基金の実績見込みにより５，０００万円（３２．８％）の増加、投資及び出資金は病棟建設
の元金償還開始による病院事業会計繰出金の増額によって１億９３０万円（４５．９％）
の増加となりました。



※　用語解説

人 件 費
職員給与、議員、特別職、各種委員会委員及び嘱託職員の報酬や社会保険
料などにかかる費用です。

物 件 費
旅費、消耗品や備品の購入、施設の清掃等の管理・運営委託料、土地やコン
ピュータ機器の使用などにかかる費用です。

補 助 費 等
他団体への運営費補助金や負担金、自動車保険などの保険料などにかかる
費用です。

扶 助 費 生活保護、高齢者福祉、障害者福祉、児童福祉などにかかる費用です。

投 資 的 経 費
道路・橋・学校などの建設や、これらの施設用地取得など、資本形成にかか
る費用です。

維 持 補 修 費 道路や施設などの維持補修にかかる費用です。

積 立 金 基金への積立にかかる費用です。

繰 出 金 一般会計から特別会計や、企業会計へ繰り出すための費用です。



　平成２６年４月１日より消費税率（国・地方）が５％から８％へ引き上げられることに伴い、地方消費税

交付金の増収分については、その使途を明確化し、社会保障施策に要する経費に充てることとされました。

　平成３０年度赤平市一般会計予算における社会保障施策経費への充当事業については、下記のとおりです。

【歳入】地方消費税交付金（社会保障財源化分）

【歳出】地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費

849,659

※　地方消費税交付金（社会保障財源分）は、各事業に要する一般財源の比率に応じて按分して充当している。

35,873 343,215

合計 2,472,024 887,685 288,263 310,600 47,010 88,807

小計 472,177 12,066 80,083 0 940

0 3,256 31,157
特別会計(繰出金)

21,639 207,031
特別会計(繰出金)

後期高齢者医療
79,329 0 44,916 0

105,027
特別会計(繰出金)

介護保険
232,970 2,240 1,120 0 940

37,948

社会保険

国民健康保険
159,878 9,826 34,047 0 0 10,978

342 3,277

小計 55,293 2,902 1,818 1,200 7,459 3,966

母子保健事業 10,165 2,902 1,034 0 2,610

予防対策事業 23,950 0 0 1,200 3,042 1,865 17,843

13,537

救急医療対策事業 3,635 0 0 0 0 344 3,291

468,496

保健衛生

健康増進事業 17,543 0 784 0 1,807 1,415

11,902 113,869

小計 1,944,554 872,717 206,362 309,400 38,611 48,968

生活保護扶助事業 607,970 454,102 25,597 0 2,500

児童福祉事業 322,996 112,737 28,111 0 22,686 15,090 144,372

146,041

高齢者福祉事業 394,695 0 944 309,400 13,425 6,712 64,214

社会福祉

障害者福祉事業 618,893 305,878 151,710 0 0 15,264

国庫支出金 道支出金 地方債 その他
引上げ分の地
方消費税交付

金
その他

地方消費税交付金(社会保障財源化分)が充てられる社会保障施策に要する経費

88,807千円

2,472,024千円

（単位：千円）

財源内訳

事　業　名
平成30年度 特定財源 一般財源

当初予算額


